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株式会社 熊 谷 組
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平成21年12月
株主の皆様へ

取締役社長

　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申
しあげます。
　平素は格別のご支援を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社は平成21年９月30日をもって第73期（平
成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の前半を
終了いたしましたので、ここに上半期の概況について
ご報告申しあげます。

企業集団の現況に関する事項

　当上半期におけるわが国経済は、国内外で実施され
ている景気対策の効果により、持ち直しの兆しはみえ
ましたが、失業率が高水準にあるなど、依然として厳
しいものとなりました。
　建設業界におきましては、補正予算の執行により公
共投資は増加基調となりましたが、住宅投資の落ち込
みは著しく、事務所や工場などの民間設備投資も依然
として抑制されており、受注環境は総じて低調に推移
しました。
　当上半期の当社グループの連結業績につきましては、
売上高は、主に当社において増収となり、前年同期比
2.0％増の1,189億円となりました。利益につきましては、
販売費及び一般管理費の削減により、営業利益は13億
円、経常利益は７億円となり、賞与引当金の戻入益の
計上等により第２四半期の四半期純利益は11億円とな
りました。
　また、当社の業績につきましては、受注高は、前年
同期比11.7％減の841億円となりました。このうち、土
木工事は336億円、建築工事は504億円であり、これら
の発注者別内訳は官庁21.9％、民間78.1％であります。
また、国内、海外別でみますと、国内工事は836億円、
海外工事は４億円であります。
　主な受注工事は、三井不動産レジデンシャル株式会
社・株式会社新日鉄都市開発：（仮称）堺市堺区北花田
口町一丁計画（大阪府）、中部電力株式会社：徳山（発）
新設工事の内土木本工事第１工区工事（岐阜県）、日本
カーリット株式会社：（仮称）JCB増設工事（群馬県）、
静岡県：平成21年度［第21－P2421－01号］静岡県地域
振興整備事業牧之原中里工業団地造成事業基盤造成工
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事（静岡県）等であります。
　次に、売上高につきましては、前年同期比2.3％増の
975億円となりました。このうち、土木工事は354億円、
建築工事は621億円であり、これらの発注者別内訳は官
庁24.4％、民間75.6％であります。また、国内、海外別
でみますと、国内工事は953億円、海外工事は22億円で
あります。
　主な完成工事は、株式会社大京：（仮称）「ライオン
ズタワーみどりのスタイリーナ」新築工事（茨城県）、
九廣鐵路公司：KCRCサザンリンク地下鉄工事（中国）、
学校法人総持学園：鶴見大学附属中学校・高等学校校
舎建設工事（神奈川県）、国土交通省：第二京阪（大阪
北道路）上・下島頭地区下部その他工事（大阪府）等
であります。
　この結果、下半期への繰越高は、前年同期比10.5％減
の2,124億円となりました。このうち海外工事は20億円
であります。
　利益につきましては、経常利益５億円、第２四半期
の四半期純利益は11億円となりました。
　今後のわが国経済は、世界経済の改善などを背景に、
持ち直しが続くと見込まれますが、雇用情勢の一層の
悪化や海外景気の下振れ懸念などから、景気の見通し
は予断を許さない状況にあります。
　建設業界におきましては、民間設備投資が減少する
中、住宅投資は低調に推移し、堅調であった公共投資
も予算や事業の見直しに伴う影響等を見極める必要が
あることから、厳しい経営環境が続くものと予想され
ます。
　このような状況の中で当社グループは、「どこよりも
信頼される誠実な企業の実現」と「利益確保」を最重
要課題と認識し、品質向上とコストダウンに努め、経
営体質の一層の強化を図ってまいります。土木事業に
つきましては、技術提案力を強化するとともに、環境、
リニューアル分野及び電力、鉄道などの民間分野の拡
大に注力してまいります。建築事業につきましては、営
業・生産・アフターケアの全ての段階において、お客様
のご期待にお応えし、パートナーとして更なる信頼を
いただけるよう、取り組みを一層強化してまいります。
　当社グループといたしましては、引き続き「お客様
に感動を」をスローガンとして「総力戦」を展開し、
安全・品質の確保、法の完全遵守の基本を再度徹底し
て、着実な成長と新たな進化を目指してまいる所存で
ございます。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご指導、ご
支援を賜りますよう謹んでお願い申しあげます。
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当社の受注高及び売上高
（単位：百万円）

区　　分 受注高 売上高
構成比率（％） 構成比率（％）

土　　木 33,660 40.0 35,409 36.3

建　　築 50,471 60.0 62,129 63.7

合　　計 84,132 100 97,539 100

財産及び損益の状況の推移

①企業集団の財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区　　分 前 上 半 期 当 上 半 期 前　　　期

売 上 高 116,675 118,993 284,112
四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△） △ 462 1,133 △ 5,667
１株当たり四半期 
純利益又は四半期

（当期）純損失（△）
△ 2円80銭 6円35銭 △ 33円11銭

総 資 産 213,343 188,778 203,740

②当社の財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区　　分 前 上 半 期 当 上 半 期 前　　　期

受 注 高 95,298 84,132 216,613

売 上 高 95,358 97,539 226,736
四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△） △ 161 1,166 △ 5,895
１株当たり四半期 
純利益又は四半期

（当期）純損失（△）
△ 0円97銭 6円49銭 △ 34円25銭

総 資 産 172,745 154,005 163,487

従業員の状況

①企業集団の従業員の状況 3,828名
②当社の従業員の状況

従業員数 平均年齢 平均勤続年数
名 歳 年

2,570 43.7 20.1
（注） 従業員数は就業人員数であります。

（平成21年４月１日から
平成21年９月30日まで）
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主要な営業所等

①当　　社

本 店 福 井 市 中 央 ２ 丁 目 ６ 番 ８ 号
〒910-0006　TEL（0 7 7 6）2 1 － 2 7 0 0

東 京 本 社 東 京 都 新 宿 区 津 久 戸 町 ２ 番 １ 号
〒162-8557　TEL  （03）32 6 0－21 1 1

北 海 道 支 店 札幌市中央区南１条西６丁目11番地
〒060-0061　TEL  （0 1 1）2 6 1 － 7 2 7 1

東 北 支 店 仙 台 市 青 葉 区 上 杉 ５ 丁 目 ３ 番 36 号
〒980-0011　TEL  （02 2）26 2－28 1 1

首 都 圏 支 店 東 京 都 新 宿 区 津 久 戸 町 ２ 番 １ 号
〒162-8557　TEL  （03）32 6 0－47 5 0

名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 中 区 栄 ４ 丁 目 ３ 番 26 号
〒460-8402　TEL  （05 2）23 8－30 1 1

北 陸 支 店 金 沢 市 小 金 町 ９ 番 18 号
〒920-8721　TEL（0 7 6）2 5 3 － 3 1 0 0

関 西 支 店 大阪市都島区東野田町１丁目５番14号
〒534-0024　TEL（0 6）6 3 5 3 － 3 4 4 3

中 四 国 支 店 広 島 市 中 区 大 手 町 ４ 丁 目 ６ 番 16 号
〒730-0051　TEL（0 8 2）2 4 1 － 3 2 2 2

四 国 支 店 高 松 市 今 里 町 １ 丁 目 22 番 ９ 号
〒760-0078　TEL（0 8 7）8 6 2 － 2 0 1 1

九 州 支 店 福岡市中央区大手門１丁目４番１号
〒810-0074　TEL（09 2）72 1－00 1 1

国 際 支 店 東 京 都 新 宿 区 津 久 戸 町 ２ 番 １ 号
〒162-8557　TEL（0 3）3 2 3 5 － 8 6 3 9

技 術 研 究 所 つ く ば 市 鬼 ヶ 窪 1043 番 地
〒300-2651　TEL（02 9）84 7－75 0 1

海 外 拠 点 中国（上海、香港）、台湾、フィリピン、
ベトナム、スリランカ

②主要な子会社
株式会社ガイアートT・K（東京都新宿区）
テクノス株式会社（愛知県豊川市）
ケーアンドイー株式会社（東京都新宿区）
華熊営造股份有限公司（台湾）
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会社の株式に関する事項 （平成21年９月30日現在）

発 行 済 株 式 の 総 数 220,744,607株
普 通 株 式 181,544,607株
第２回第１種優先株式 39,200,000株

株　　主　　数
普 通 株 式 61,696名
第２回第１種優先株式 1名

大　　株　　主
　（普　通　株　式）

株 主 名 持 株 数
千株

熊 谷 組 取 引 先 持 株 会 13,340
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,913
日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 4,332

熊 谷 組 互 助 会 3,883
熊 谷 組 持 株 会 3,393
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 3,211

宮 嵜 純 行 2,820
STATE　STREET　BANK　AND 
TRUST　COMPANY　5 0 5 2 2 3 2,516

笹 島 建 設 株 式 会 社 2,470
BBH　BOSTON　FOR　BANQUE　ET 
CAISSE　D’EPARGNE　LUXEMBOURG　FUND 2,392

　（第２回第１種優先株式）
株 主 名 持 株 数

千株
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 39,200
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会社役員に関する事項 （平成21年９月30日現在）

取締役及び監査役

取 締 役 社 長
（代表取締役）

大 田 　 弘 常 務 取 締 役 草 桶 昌 之

取締役副社長
（代表取締役）

吉 田 孝 男 常 勤 監 査 役 矢 崎 文 夫

取締役副社長 髙 木 秀 宣 常 勤 監 査 役 櫻 井 秀 人

専 務 取 締 役 新 井 克 人 監 査 役 小 嶋 正 己

専 務 取 締 役 船 本 隆 則 監 査 役 篠 原 啓 慶

常 務 取 締 役 佐 塚 和 夫 監 査 役 垣 見 　 隆

常 務 取 締 役 石 垣 和 男

（注） 監査役小嶋正己、篠原啓慶及び垣見隆の各氏は社外監査役であります。

執行役員
※執行役員社長 大 田 　 弘 常務執行役員 作 本 裕 行

※執行役員副社長 吉 田 孝 男 執 行 役 員 林 　 直 樹

※執行役員副社長 髙 木 秀 宣 執 行 役 員 伊 藤 　 隆

※専務執行役員 新 井 克 人 執 行 役 員 森 次 誠 治

※専務執行役員 船 本 隆 則 執 行 役 員 牧 野 有 孝

専務執行役員 武 田 和 夫 執 行 役 員 三 木 康 弘

専務執行役員 市 川 康 生 執 行 役 員 佐 藤 精 一

※常務執行役員 佐 塚 和 夫 執 行 役 員 藤 原 孝 二

※常務執行役員 石 垣 和 男 執 行 役 員 栗 林 棟 一

※常務執行役員 草 桶 昌 之 執 行 役 員 竹 内 英 健

常務執行役員 松 浦 良 和 執 行 役 員 石 蔵 陽 一

常務執行役員 武 藤 隆 夫 執 行 役 員 永 島 　 仁

常務執行役員 田 中 修 市 執 行 役 員 樋 口 　 靖

常務執行役員 吉 川 　 定 執 行 役 員 髙 田 正 治

（注） ※印は取締役兼務であります。
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四半期連結貸借対照表（第２四半期）
（平成21年９月30日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

百万円 百万円

流 動 資 産 142,481

現 金 預 金 27,536

受取手形・完成工事未収入金等 91,628

未 成 工 事 支 出 金 12,590

繰 延 税 金 資 産 1,812

そ の 他 10,789

貸 倒 引 当 金 △ 1,875

固 定 資 産 46,296

有 形 固 定 資 産 14,264

建物及び構築物（純額） 2,788

土 地 10,267

そ の 他（ 純 額 ） 1,209

無 形 固 定 資 産 610

投資その他の資産 31,421

投 資 有 価 証 券 12,733

繰 延 税 金 資 産 9,542

そ の 他 15,121

貸 倒 引 当 金 △ 5,975

流 動 負 債 123,756

支払手形・工事未払金等 63,896

短 期 借 入 金 31,524

未 成 工 事 受 入 金 12,081

完成工事補償引当金 486

工 事 損 失 引 当 金 537

賞 与 引 当 金 587

そ の 他 14,642

固 定 負 債 22,093

長 期 借 入 金 4,610

退 職 給 付 引 当 金 17,393

そ の 他 90

負 債 合 計 145,849

純 資 産 の 部

株 主 資 本 41,036

資 本 金 13,341

資 本 剰 余 金 7,883

利 益 剰 余 金 20,328

自 己 株 式 △ 517

評価・換算差額等 603

その他有価証券評価差額金 837

為替換算調整勘定 △ 234

少数株主持分 1,288

純 資 産 合 計 42,928

資 産 合 計 188,778 負 債 純 資 産 合 計 188,778

（注） 1 ． 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 10社
主要な連結子会社の名称 株式会社ガイアートT・K　他

 2．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数 ４社

 3．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

［四半期連結貸借対照表（第２四半期）に関する注記］
　　1．有形固定資産の減価償却累計額 23,036百万円
　　2．保証債務額 471百万円
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四半期連結損益計算書
（第２四半期連結累計期間） （平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）
売 上 高 百万円 百万円

完 成 工 事 高 118,993 118,993
売 上 原 価

　　　　　　　　　　　　
完 成 工 事 原 価 111,333 111,333

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 7,660 7,660

販売費及び一般管理費 6,349
営 業 利 益 1,311

営 業 外 収 益
受 取 利 息 82
受 取 配 当 金 114
そ の 他 60 256

営 業 外 費 用
支 払 利 息 431
為 替 差 損 52
そ の 他 300 784

経 常 利 益 783
特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 1,388
そ の 他 150 1,538

特 別 損 失
前 期 損 益 修 正 損 268
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 221
そ の 他 185 676

税金等調整前四半期純利益 1,646
法人税、住民税及び事業税 155
法 人 税 等 調 整 額 351 507
少 数 株 主 利 益 4
四 半 期 純 利 益 1,133

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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四半期貸借対照表（第２四半期）
（平成21年９月30日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

百万円 百万円

流 動 資 産 115,962

現 金 預 金 15,005

受取手形・完成工事未収入金等 82,174

未 成 工 事 支 出 金 8,988

繰 延 税 金 資 産 1,614

そ の 他 10,000

貸 倒 引 当 金 △ 1,822

固 定 資 産 38,043

有 形 固 定 資 産 9,464

建物及び構築物（純額） 1,605

土 地 7,578

そ の 他（ 純 額 ） 280

無 形 固 定 資 産 285

投資その他の資産 28,292

投 資 有 価 証 券 8,108

繰 延 税 金 資 産 7,064

そ の 他 17,377

貸 倒 引 当 金 △ 4,257

流 動 負 債 109,938

支払手形・工事未払金等 54,512

短 期 借 入 金 31,274

未 成 工 事 受 入 金 9,620

完成工事補償引当金 449

工 事 損 失 引 当 金 537

そ の 他 13,543

固 定 負 債 19,793

長 期 借 入 金 4,610

退 職 給 付 引 当 金 15,126

そ の 他 57

負 債 合 計 129,731

純 資 産 の 部

株 主 資 本 23,513

資 本 金 13,341

資 本 剰 余 金 7,883

利 益 剰 余 金 2,695

自 己 株 式 △ 406

評価・換算差額等 760

その他有価証券評価差額金 760

純 資 産 合 計 24,273

資 産 合 計 154,005 負 債 純 資 産 合 計 154,005

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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四半期損益計算書
（第２四半期累計期間） （平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）
売 上 高 百万円 百万円

完 成 工 事 高 97,539 97,539
売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 91,932   91,932
売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 5,607 5,607
販売費及び一般管理費    4,755

営 業 利 益 852

営 業 外 収 益

受 取 利 息 87
受 取 配 当 金 150
そ の 他 62 301

営 業 外 費 用

支 払 利 息 432
為 替 差 損 61
そ の 他 137      631

経 常 利 益 521

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 1,385
そ の 他 134 1,519

特 別 損 失   
前 期 損 益 修 正 損 261
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 218
そ の 他 176 656

税 引 前 四 半 期 純 利 益 1,384

法人税、住民税及び事業税 18
法 人 税 等 調 整 額 199 218
四 半 期 純 利 益 1,166

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式インフォメーション

【株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について】

　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更

等のお届出及びご照会は、口座のある証券会社宛にお願

いいたします。

　証券会社に口座を開設されていない株主様は、後記「株

主メモ」の電話照会先にご連絡ください。

【特別口座について】

　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）

を利用されていなかった株主様には、株主名簿管理人で

ある住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）

を開設いたしました。特別口座についてのご照会及び住

所変更等のお届出は、後記「株主メモ」の電話照会先に

お願いいたします。

【単元未満株式の買増請求のお取扱いについて】

　単元未満株式（1,000株未満の株式）をご所有の場合、

その単元未満株式数と併せて単元株式数（1,000株）とな

る株式数について、当社に買増請求をすることができま

す。お手続きの詳細につきましては、証券会社に口座を

開設されている株主様は口座のある証券会社に、証券会

社に口座を開設されていない株主様は、後記「株主メモ」

の電話照会先にお問い合わせください。
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ご希望の方にはＣＳＲ報告書をお送りします
　本年９月に「熊谷組グループＣＳＲ報告書2009」（Ａ４
版、32ページ）を発行しました。当社グループの「もの
づくり」の取り組み姿勢、環境、社会貢献に関する具体
的事例を幅広く紹介しています。また、今回は大田社長
のインタビュー「すべての人の心に残る仕事を」、特集と
して「黒部の太陽」関連記事を掲載しています。
　ご希望の方はメールまたはＦＡＸで、「ＣＳＲ報告書希
望」と書き、送付先の郵便番号、住所、氏名を当社下記
ＣＳＲ報告書請求先までお知らせください。
　なお、お知らせいただいた個人情報は、ＣＳＲ報告書
の送付のみに使用させていただきます。

ＣＳＲ報告書請求先
（メールアドレス）info@ku.kumagaigumi.co.jp
（ＦＡＸ） 03-5261-9665
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株 主 メ モ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年６月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年３月31日

剰余金の配当　毎年３月31日
そのほか必要あるときは、あらか
じめ公告して定めた日

株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所

東京都中央区八重洲二丁目３番１号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先） 〒183-8701
東京都府中市日鋼町１番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ 電 話 照 会 先 ） a 0120-176-417

（インターネット）ホームページURL
http://www.sumitomotrust.co.jp/
STA/retail/service/daiko/index.html

公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載します。
<http://www.kumagaigumi.co.jp/>
ただし、事故その他やむを得ない
事由によって電子公告による公告
をすることができない場合は、日
本経済新聞に掲載して行います。

上場証券取引所 東京証券取引所
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環境にやさしく･････本紙は再生紙を使用しております。
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